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クトルギャップが平均約 20-30 分の時間スケールに位置することを示した。すなわち，2 時間もしくは 4 時
間の時間スケールは乱流スケールよりも大きなメソスケールに相当し，前述の観測事実はメソスケールでも
鉛直の顕熱・水蒸気輸送が存在することを示す。共分散で正規化したウェーブレットコスペクトルを顕熱と
水蒸気フラックスについて比較すると，スペクトルギャップよりも小さな乱流スケールでは普遍性を示すの
に対し，メソスケールにおいては，顕熱フラックスのコスペクトルは正，水蒸気フラックスはほぼゼロと，
顕熱と水蒸気で異なる形状を示した。
　また，ウェーブレットコスペクトルより求められるコスペクトルギャップを用いて，顕熱および水蒸気フ
ラックスのそれぞれを，乱流成分とメソスケール成分に分離し，それぞれの成分の特徴を調べた。まず，乱
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流スケールとメソスケールでのボーエン比を比較すると，前者に比べて後者のボーエン比が顕著に大きくな
る。またメソスケールにおいて，顕熱フラックスは風向によらず正であるのに対し，水蒸気フラックスは南
東風時に正，それ以外の風向では負となるなど，その符号が大きく風向に依存することが見いだされた。ま
た，温度，比湿，鉛直風速の変動のメソスケール成分をウェーブレット逆変換で時系列に変換した所，メソ
スケール変動成分は 2 時間のデータ長さの範囲では，単調な増加あるいは減少であることが明らかになった。
これらの観測事実によって，顕熱・水蒸気のメソスケールにおける鉛直輸送は，数十 km 程度の風上の地表
面の乾湿に応じた境界層の乾燥化・湿潤化や，水田とその周囲の台地間の地表面温度の差によって生起され
るメソスケール循環などが複合的に相互関係することで生起していると考えられる。
　以上のように，これまで広く研究された乱流による輸送以外に，メソスケール領域においても顕熱・水蒸
気の鉛直輸送が存在し，これが無視できない量であることが示された。また，このメソスケールでの鉛直輸
送がメソスケールでの風上の地表面条件と関係が有ることを示し，一般的に用いられるよりも長い平均化時
間を用いることによって，このメソスケールでの鉛直輸送をフラックス計算値に取り込むことができること
を明らかにした。
審　査　の　結　果　の　要　旨
　地表面熱収支を論じるときは，乱流による顕熱・水蒸気の輸送を念頭に置くのが，従来の一般的な考え方
であったが，近年，乱流のみでなくメソスケールにおいても鉛直輸送が存在するのでは無いかという議論が
起こっている。しかしながら，これまで定量的な論拠を示すまでには至っていなかった。本研究は，この問
題に一つの実験的な論証を加えるものであり，以下の様な世界的なオリジナリティーを有する。第  に，こ
れまで周波数解析に用いられてきたフーリエ変換に代わり，比較的新しい解析ツールであるウェーブレット
変換を用いることによって，日中不安定時の顕熱・水蒸気フラックスを，乱流成分とメソスケール成分に明
確に分離できることを示した。第 2 に，これまでほとんど調べられてこなかった，メソスケールにおける顕
熱・水蒸気の鉛直輸送の物理的かつ地理的特徴を観測データから明らかにした点にある。特に，メソスケー
ル成分が乱流フラックスよりもさらに広い地表面の影響を受けていることを示した点は，特筆に値する。
　渦相関法による植生面での炭素収支観測結果は，京都議定書の合意項目実施上の重要な基礎データとして
使用されるなど，その観測結果の社会的インパクトは大きい。本研究の成果は，地表面の熱・水・炭素収支
研究において，これまでの観測データの解釈を転換するマイルストーンとなる事が期待される。以上のこと
から，この研究は学位論文として十分な価値があると判断できる。
　よって，著者は博士（理学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
